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１． はじめに 

 2020 年にオーストラリア人権委員会が Respect＠Work 報告書を発表して以降、ここ数年でオース

トラリアのハラスメント関連法に大幅な改正が行われました。その中でも大きな変更点として、雇用

主には新たに積極的に性差別およびセクハラを防止する義務（Positive Duty）が課されました。また、

職場安全法における精神的な危害（Psychosocial Hazard）の予防義務について各州の法改正やガイ

ドラインが発表されるなど、近年雇用主のハラスメントおよびメンタル防止義務が強化されています。 

 本稿では、オーストラリアの雇用主が特に留意すべきハラスメント関連法とそのコンプライアンス

対策を概説します。 

 

２． Positive Duty とは 

 2022 年 12 月 12 日の法改正1により、雇用主が性別を根拠とした差別、セクハラおよび不公平な扱

いをなくすために状況に応じた合理的な措置をとる義務が課されました。これは、有事の際の受動的

な措置ではなく、平時に事業規模やリスクに見合った措置をとることで、性差別やセクハラ、その他

性別を根拠とした敵対的な職場環境の発生を予防する積極的な義務（Positive Duty）を課すものです。 

 この法改正では、Positive Duty の他に、性別を根拠としたハラスメント行為の要件の引き下げや、

苦情申し立て期間が６か月から 24 か月に延長されるなど、違反行為が成立しやすくなる改正が伴い

ました。また、2023 年 12 月には、オーストラリア人権委員会に Positive Duty の遵守状況を調査す

る権限が付与されましたので、当局に苦情が寄せられた場合などに、違反行為成立が認められる前に

も企業に対して調査が入る可能性があります。 

 かような状況の中、有事の際に加害者のみでなく、雇用主も責任追及されるリスクを鑑みて、日ご

ろから Positive Duty を遵守していたことを示せるようにしておくことが非常に重要といえます。 

 

３． 性別を根拠とするハラスメントとセクハラの違い 

 セクハラは歓迎されない性的な言動を指しますが、性別を根拠とするハラスメントは性的である必

要はなく、性別に関連し、他者を卑下する言動を指します。例えば、性別を理由として個人を軽蔑す

る発言や、チームイベントや昇進などから排除する行為は後者に含まれます。加害者の意図は関係あ

りません。 

 

４． 職場安全法における義務 

 
1 Anti-Discrimination and Human Rights Legislation Amendment (Respect at Work) Act 2022 (Cth) 
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 Positive Duty と併せて把握しておくべき義務として、各州の職場安全法（Work Health Safety ま

たは WHS 法）では、雇用主は、合理的に実行可能な限り、安全な職場環境を提供し、健全で安全な

職場を維持するために必要な情報やトレーニングの提供を行い、従業員の健康および職場環境をモニ

タリングする義務を負います。 

 職場安全法では、雇用主は肉体的および精神的なリスクから従業員を守る義務を負います。いいか

えれば、Positive Duty でカバーされるハラスメントと並行して、パワハラなどの性別を根拠としな

いハラスメントの言動や劣悪な職場環境などについても幅広く雇用主に責任を負わせるのが職場安全

法の一面と言えます。 

 

５． 精神的な危害とは 

 精神的なリスクとは、精神的な傷害およびメンタルヘルスのことを指し、リスクの高い職場環境に

は以下のような状況を含みます。 

• 業務量が極端に多いまたは少ない 

• 業務管理がされていない 

• 職場でのサポートが十分に提供されていない 

• 職場での関係性が良好でない 

• 経営層の組織改革が不十分 

• 功績に対する評価と報酬が不十分 

• 環境条件が悪い 

• 孤立した職場となっている 

• 暴力やトラウマとなる出来事の発生 

 通常レベルのストレスは肉体的または精神的傷害には該当する可能性は高くありませんが、高いス

トレスやストレスが長引く場合は鬱や不安症などの精神的障害につながる可能性があります。

SafeWork Australia の発表する統計によると、ストレスは 2021 年度に重大な苦情件数の 9.2％を占

めており、10 年前と比較しておよそ 3％上昇しています。かような状況の中、雇用主は、職場安全法

に基づく義務を果たし、日ごろから従業員の精神的な健康状態および職場環境を健全な状態に維持す

るための措置を取ることが重要といえます。 

 

６． 遵守すべき 7 つの標準 

 オーストラリア人権委員会は、Positive Duty を遵守するために雇用主が遵守すべき７つの標準を

ガイドラインで発表しています2。これは、①リーダーシップ、②文化の構築と維持、③知識の周知、

④リスク管理、⑤内外部のサポートシステム構築、⑥タイムリーな報告と対応、および⑦モニタリン

グ評価と透明性の確保に大別され、それぞれの項目について企業が実施すべき事項を挙げています。 

 

７． 今すぐ取りたいコンプライアンス対策 

 Positive Duty および職場安全法における義務を遵守するにあたり、いずれも個々の企業にとって

 
2 htts:///hmanrighht:ghv.gnm/:gts:/esanmtt/agts:/020 -28/Gmgestgrs: avi Cvastygrh wgth ths Pv:gtg.s 
Dmty %08020 %09gsea 

https://humanrights.gov.au/sites/default/files/2023-08/Guidelines%20for%20Complying%20with%20the%20Positive%20Duty%20%282023%29.pdf
https://humanrights.gov.au/sites/default/files/2023-08/Guidelines%20for%20Complying%20with%20the%20Positive%20Duty%20%282023%29.pdf
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どのような対策を取るのが妥当であり、合理的であるかは、その企業の規模、洗練性、業界の性質な

どの要因によって異なります。しかし、事業規模等にかかわらず、すべての企業が最低限講じるべき

措置は以下の通りと考えます。 

 

１．ポリシーの策定 

 反差別、ハラスメント、いじめ、雇用機会均、その他特定の職場リスクに対するＷＨＳ方

針の策定。違反が疑われる場合の社内および社外への問題提起方法について規定するなど、

従業員およびマネジメント層が実際に利用可能な手順書を作成することがポイントです。 

２．トレーニング 

 ポリシーの策定だけでは不十分であり、従業員へハラスメントその他職場リスクに関する

認識と情報共有を行う場を設けることが必要といえます。シニアリーダーについては、企業

文化を形成し、また苦情の通報を受ける可能性が高いため、よりカスタマイズされた包括的

な訓練を行うことが推奨されます。 

３．従業員との協議 

 職場安全法において、雇用主には、職場でのリスクや解決方法について従業員と協議する

義務が課されています。匿名での質問票などを活用して行うことも考えられます。 

４．継続的改善 

 法令上の雇用主およびシニアリーダー層の義務に関する最新情報を入手すること、および

リスク管理方法の継続的な見直しが推奨されます。 

 

８． おわりに 

 オーストラリアのハラスメント関連法における雇用主の義務は非常に広義に設定されているため、

例えば単に一時的にポリシーの作成を行い完結することでは不十分と言えます。企業は、苦情や調査

が発生した場合に組織として十分に対策を取っていたことを示せるよう、継続的な周知活動やモニタ

リング・評価を通じて日ごろからリスク防止の具体的かつ効果的な体制を確立しておくことが推奨さ

れます。また、近年アウェアネスの向上に伴い苦情件数も増加傾向にある中、雇用主のハラスメント

に対する社会的責任が大きく注目されていますので、法的責任を超えたレピュテーションリスクを鑑

みても、未然防止を目的とした職場文化の構築が重要と言えます。 

 

◆ One Asia Lawyers  ◆ 

「One Asia Lawyers Group は、アジア全域に展開する日本のクライアントにシームレスで包括的なリーガルアドバイスを提

供するために設立された、独立した法律事務所のネットワークです。One Asia Lawyers Group は、日本・ASEAN・南アジ

ア・オセアニア各国にメンバーファームを有し、各国の法律のスペシャリストで構成され、これら各地域に根差したプラクテ

ィカルで、シームレスなリーガルサービスを提供しております。  

この記事に関するお問い合わせは、ホームページ https://oneasia.legal または info@oneasia.legal までお願いします。 

なお、本ニュースレターは、一般的な情報を提供することを目的としたものであり、当グループ・メンバーファームの法的ア

ドバイスを構成するものではなく、また見解に亘る部分は執筆者の個人的見解であり当グループ・メンバーファームの見解で

はございません。一般的情報としての性質上、法令の条文や出典の引用を意図的に省略している場合があります。個別具体的

事案に係る問題については、必ず各メンバーファーム・弁護士にご相談ください。 
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One Asia Lawyers Group is a network of independent law firms created to provide seamless and comprehensive legal 

advice for Japanese and international clients across Asia. With our member firms in Japan, Southeast Asia, Oceania and 

other ASEAN countries, One Asia Lawyers Group has a strong team of legal professionals who provide practical and 

coherent legal services throughout each of these jurisdictions.  

For any enquiry regarding this article, please contact us by visiting our website: https://oneasia.legal/or email: 

info@oneasia.legal. 

This newsletter is general information for reference purposes only and therefore does not constitute our group member 

firm’s legal advice. Any opinion stated in this newsletter is a personal view of the author(s) and not our group member 

firm’s official statement. Please do not rely on this newsletter but consult a legal adviser or our group firm member for any 

specific matter or legal issue. We would be delighted to answer your questions, if any. 
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